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大阪府内事業所給与実態調査の実施について

　このたび、本委員会の調査研究事務の一環として、民間給与等の実態をより広く把握す

るため、正社員30人以上50人未満の民間事業所を対象とした標記調査を実施します。

１．調 査 事 業 所 数

　○　１００事業所。

　【調査対象及び選定方法】

・　正社員数で見た事業所規模30人以上50人未満の府内所在の民間事業所を対象とし、

通常の「職種別民間給与実態調査」（民調）の対象企業を除きます（※）。

　　　・　この要件に該当する府内約3,600所のうちから、無作為に100所を選びます。

　　　※　調査対象事業所のイメージ

企業規模

30～49人

50人以上

50人以上の事業所なし

50人以上の事業所あり

通常の民調

×

×

○

今回の調査

○

○

×

２．調 査 内 容
　通常の「職種別民間給与実態調査」の内容を基本に、主に次の事項を調査します。

①　事業所の属性（本支店の別、正社員数、主な事業内容等）

②　初任給の金額

③　従業員ごとの年齢、学歴、役職段階、4月分給与の支給額

④　賞与など臨時給与の支給状況（支給総人数、支給総額等）

３．調 査 の 期 間 、方 法

　○　平成21年11月2日（月）から同12月21日（月）までの50日間です。

　○　大阪府人事委員会事務局の職員が、事業所を直接訪問して調査を行います。

	


　
　　　　　　　　

１．趣旨・目的
30～49人事業所について、役職段階の有無など給与調査を実施することの可否、及び
当該事業所を含めることに伴う月例給較差等に与える影響を検証。
２．調査事業所など
①　正社員数30～49人の府内民間事業所。基本的に、企業規模を問わない。
ただし、21年民調の対象企業を除く。事業所の負担軽減、民調拒否回避のため。
2 事業所・企業統計調査の情報を総務省から入手し、調査対象事業所名簿を確定。
そこから調査事業所　100ヵ所　を無作為に選定。
通常の民調と今回の調査との対象の差異
	企業規模
	30～49人
	50人以上

	
	
	50人以上の事業所なし
	50人以上の事業所あり

	通常の民調
	×
	×
	○

	今回の調査
	○
	○
	×


３．調査内容
①　事業所の属性　　　 （本支店の別、正社員数、主な業種等）

②　職種分類　　　　　 （ただし、事務・技術関係職種のみ）

③　個人票　　　　　　 （年齢、学歴、4月分月例給、うち時間外・通勤手当）
④　初任給　　　　　　 （ただし、事務・技術関係職種のみ）
⑤　ボーナス（特別給） （昨年冬季、本年夏季の支給状況等）
※　・医師、教員、研究員等は、人数、月例給調査を行わない。
・昇給率、諸手当等の制度調査を行わない。
４．層化基準、母集団復元等の統計処理
①　基本的には民調に準じた統計処理を行うが、H18事業所・企業統計調査を基データと
すること等に伴う種々の限界があるため、実施する中で、適宜、柔軟な対応を行う。

②　抽出変更は、規模不適、産業不適に加え、調査拒否の場合等を含む。

５．とりまとめと公表
①　これまで指摘されてきた「役職段階がない」など、課題事項の実態を集約。
②　本件調査の結果が、公民較差に与える影響を集約（民調と合算）。
③　正社員30～49人企業の役職別・学歴別平均給与、初任給額等を集約。
④　上記①～③の集約結果を公表することを基本とするが、初めての試みであることから、
最終的には、集約のうえ公表内容を検討。
６．調査期間、調査員
・調査期間は、平成21年11月2日（月）～12月21日（月）…民調期間に準拠
・調査員は大阪府人事委員会事務局職員（調査員数約20名）
７．主なスケジュール
・10月に名簿作成、書類発送等の準備をし、11月2日から12月21日まで調査。
・調査完了後、集計、分析を行い、3月中を目途に、とりまとめと公表。
(１)－①　基本設計及び調査着手時の公表資料








